





示された。その後，7 度の改訂を経て，2018年 3 月に告示された指導要領に至っている。2018年指導要領



































































経営 経営 経営 経営 経営 ビジネス・マネジメント
経営数学 経営数学 （経営情報）
商事 商事 商事 マーケティング マーケティング マーケティング マーケティング マーケティング市場調査
商品 商品 商品 商品 商品 商品 商品と流通 商品開発 商品開発と流通
広告 広告と販売促進





商業簿記 商業簿記 簿記会計Ⅰ 簿記会計Ⅰ 簿記 簿記 簿記 簿記
会計 会計 簿記会計Ⅱ 簿記会計Ⅱ 会計 会計 財務会計1 財務会計1簿記会計Ⅲ 会計実務 財務会計Ⅱ 財務会計Ⅱ税務会計 税務会計 税務会計 （ビジネス実務）（ビジネス法規）





























商業美術 商業美術 商業美術 商業デザイン 商業デザイン （商品開発） （商品開発と流通）
珠算および
商業計算 計算実務 計算実務 計算実務 計算事務 計算事務
ビジネス実務
秘書実務 ビジネス・コミュニケーション
速　　記 速　　記 速　　記 速　　記
統計調査 統計調査 統計実務 統計実務
売買実務 （マーケティング）（マーケティング）（マーケティング）（マーケティング）（マーケティング）






総合実践 総合実践 総合実践 総合実践 総合実践経理実践
事務実践




電子計算機一般 情報処理Ⅰ 情報処理 情報処理 情報処理 情報処理
プログラミングⅠ 情報処理Ⅱ プログラミング プログラミング プログラミング プログラミングプログラミングⅡ













その他の科目 その他の科目 その他の科目 学校設定科目 学校設定科目 学校設定科目









総合実践関係科目は，3 つの実践科目を「総合実践」に統一したことの 5 つをあげることができる。

































ものが前頁の表 1 である。ただし，同一名称の網掛けとカッコ付の科目は，複合科目として 1 科目で計算












（情報処理関係科目）およびF群（課題解決型科目等）として分類している。表 1 および表 2 は，この分
類に従って作成している。なお，表 2 は，それぞれの科目群の商業科目数を示している。
　また，表 1 および表 2 の時代区分は， 1950年から1955年までを第 0 期，1956年から1959年までを第 1
期，1960年から1969年までを第 2 期，1970年から1977年までを第 3 期，1978年から1988年までを第 4 期，








おもな目標としている。このグループの科目は，表 1 から明らかなように，第 1 期から第 3 期まで「商業
一般」，第 4 期「商業経済Ⅰ」，第 5 期「流通経済」，第 6 期から第 8 期まで「ビジネス基礎」と名称を変




目標としている。このグループの科目は，表 1 から明らかなように，第 1 期から第 3 期まで「経済」，第
4 期「商業経済Ⅱ」，第 5 期「商業経済」と「国際経済」，第 6 期「国際ビジネス」，第 7 期「ビジネス経
済」と「ビジネス経済応用」，第 8 期「グローバル経済」と 8 期連続でグループ単独の科目を設けている。
ただし，第 6 期と第 8 期は，国内経済を中心とするグループ単独の科目を設けていない。なお，1950年試
案で設けられていた「金融」の指導項目は，1956年指導要領から「経済」のなかで取りあげられている。
分　　　　類 第0期 第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期
A群 商業経済関係科目 5 6 6 9 6（1） 7（1） 5（2） 7（2） 7（3）
B群 簿記会計関係科目 1 4 4 7 4 4 4 5 5
C群 実 務 関 係 科 目 6 8 8 13 5 4 3 1（1） 1（1）
D群 総合実践関係科目 2 2 2 4 1 1 1 1 1
E群 情報処理関係科目 0 0 0 3 2 4（1） 3 5（1） 5（1）
F群 課題解決型科目等 1 1 1 1 1 2 2 2 2
合　　　　計 15 21 21 37 19（1） 22（2） 18（2） 21（4） 21（5）






としている。このグループ単独の科目は，表 1 から明らかなように，第 6 期と第 7 期を除き 1 科目である。











のグループの科目数は，表 1 から明らかなように，第 1 期から第 8 期まで連続して 1 科目である。第 1 期




表 2 から明らかなように，第 3 期の 7 科目を除いて，第 1 期から第 6 期までは 4 科目であったが，第7期








に，第 1 期から第 6 期まで多くの科目が設けられてきた。とくに，第 3 期には，最も多い13科目が設けら
れた。しかしながら，第 4 期以降，このグループ単独の科目は徐々に減少し，第 7 期以降，グループ単独
の科目は 1 科目だけになり，それ以外は他の科目群の指導項目を含む複合科目として設定されている。
　第 3 期だけに設けられた「事務」，「事務管理」および「事務機械」は，第 4 期の「文書事務」および
「タイプライティング」，第 5 期の「文書処理」，第 6 期の「文書デザイン」および「商業技術」，第 7 期と
第 8 期の「情報処理」に引き継がれている。第 1 期から第 3 期までの「商業美術」および第 4 期と第 5 期
の「商業デザイン」の指導項目は，第 6 期の「商業技術」，第 7 期の「商品開発」，第 8 期の「商品開発と
流通」へと引き継がれてきたが，第 6 期以降取り扱われる割合が徐々に減少してきている。
　この科目群には，廃止された科目も多い。速記と統計に関する科目は第 4 期に，タイプライティングに
関する科目は第 5 期に，珠算に関する科目は第 8 期に廃止された。第 3 期に設けられた「秘書実務」の指
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導項目は，4 期ぶりに第 7 期の「ビジネス実務」で取りあげられ，第 8 期でも「ビジネス・コミュニケー
ション」で取りあげられている。「売買実務」の指導項目は，第 4 期以降「マーケティング」で取りあげ
られている。
　第 1 期から第 3 期まで設けられた「商業英語」は，第 4 期に「貿易英語」，第 5 期と第 6 期に「英語実






D群では，8 期連続でグループ単独の科目を設けている。第 1 期と第 2 期は「商業実践」，第 3 期は，それ
ぞれの学科や類型に対応するために「商業実践」，「経理実践」および「事務実践」に分けられたが，第 4
期以降は，その内容を少しずつかえて，「総合実践」に統一されている。なお，「貿易実務」は，第 0 期か









るための科目である。課題解決型学習の1つである「課題研究」は，第 5 期に新設され，第 8 期まで 4 期




①　 かつては商業科目の花形であった実務関係科目も，第 7 期以降，グループ単独の科目が 1 科目だけ
となり，他の科目群の指導項目を含む複合科目として設けられるようになった。そのため，この科
目群の重要度は，徐々に低下してきている。
②　 簿記会計関係科目は，紆余曲折を経て，第 7 期と第 8 期に 5 科目構成となって，その体系が徐々に
固まりつつある。
③　 情報社会の進展にともない第 3 期以降情報処理関係科目の重要度が急増してきている。






⑥　 複合科目は，第 4 期が 1 科目，第 5 期と第 6 期が 2 科目，第 7 期が 4 科目，第 8 期が 5 科目と増加
傾向にあり，商業科目の性質が少しずつ変容してきている。
⑦　 「総合実践」・「ビジネス基礎」・「簿記」・「情報処理」・「課題研究」の 5 科目が基幹科目として位置
づけられている。
３．2018年指導要領の新科目
　 2018年指導要領の商業科目は，次頁の表 3 に示すように，21科目が設けられている。このうち12科目
は ，2009年指導要領の商業科目と名称が同じで，指導項目もほぼ同じ科目である。したがって，2018年



































2 校，私立高校13校の全日制高校が，商業に関する学科を設置している。表 4 は，愛知県内の高校におけ
る商業科目の設置状況を示している。愛知県内の市立および県立高校は，商業科の生徒を括り募集する。











経　　理 情報処理 国際ビジネス 総合ビジネス 商　　業 その他の学科
ビ ジ ネ ス 基 礎 4 10 6 12 7 9
課 題 研 究 4 10 6 12 6 9
総 合 実 践 4 10 6 12 5 6
ビ ジ ネ ス 実 務 1 2 6 3 5 3
マーケティング 2 3 4 9 4 4
商 品 開 発 1 2 2 5 1 1
広告と販売促進 1 2 7 3
ビ ジ ネ ス 経 済 1 3 3 1 1
ビジネス経済応用 5 2 2 1
経 済 活 動 と 法 4 3 10 5 3
簿 記 4 10 6 12 7 9
財 務 会 計 Ⅰ 4 6 6 12 4 8
財 務 会 計 Ⅱ 4 1 1 7 2 4
原 価 計 算 4 5 6 12 4 6
管 理 会 計 4 1 3 2
情 報 処 理 4 10 6 12 7 9
ビ ジ ネ ス 情 報 3 10 4 10 3 5
電 子 商 取 引 8 5 2 1
プログラミング 10 2 1 2
ビジネス情報管理 8 3






（総合実践） （ビジネス基礎） （マーケティング） （簿記） 








名称と指導項目がともに変更された科目 （ビジネス・コミュニケーション） （ビジネス法規） 2













科目の履修時間合計は，第 1 学年293時間，第 2 学年301時間，第 3 学年308時間である。したがって，1
校あたりの平均履修時間は，第 1 学年11.72時間，第 2 学年12.04時間，第 3 学年12.32時間となり，3 年間
の平均履修時間は，36.08時間となる。











改編に伴う新学科の名称を公表していない（2020年11月 1 日現在）。標準単位数は，すでに全科目 2 単位












1 2 3 4 5 6 9 15 計
県 立 高 校 3 4 3 1 11
市 立 高 校 1 1 2





























会計ビジネス 情報ビジネス グローバルビジネス 地域ビジネス
1年 2年 3年 1年 2年 3年 1年 2年 3年 1年 2年 3年
ビ ジ ネ ス 基 礎 ＊ 2 ～ 4 2 2 2 2
課 題 研 究 ＊ 2 ～ 4 2 2 2 2
総 合 実 践 2 ～ 4 2 2 2 2
ビジネス・コミュニケーション 2 ～ 4 2 2 2 2
マ ー ケ テ ィ ン グ 2 ～ 4 2 ◆2 ☆3 3
商 品 開 発 と 流 通 2 ～ 4 ☆2 ☆3 ★3 3
観 光 ビ ジ ネ ス 2 ～ 4 ▲3
ビジネス・マネジメント 2 ～ 4 ◆2 ★3 3 ▲3
グ ロ ー バ ル 経 済 2 ～ 4 3
ビ ジ ネ ス 法 規 2 ～ 4 ★3 ▲3 ☆3 ★3
簿 記 2 ～ 4 4 4 4 4
財 務 会 計 Ⅰ 2 ～ 4 4 3 3 3
財 務 会 計 Ⅱ 2 ～ 4 ★3
原 価 計 算 2 ～ 4 4 ☆3 3 3
管 理 会 計 2 ～ 4 3
情 報 処 理 2 ～ 4 4 4 4 4
ソ フ ト ウ ェ ア 活 用 2 ～ 4 ☆2 ▲3  ★3 ★3
プ ロ グ ラ ミ ン グ 2 ～ 4 3
ネ ッ ト ワ ー ク 活 用 2 ～ 4 3 ◆2 ◆2
ネ ッ ト ワ ー ク 管 理 2 ～ 4 ★3
学 校 設 定 科 目 ◆2  ◆2 ◆2 ◆2













（2） ―（1970），第 2 章第11節第 3 款 2。
（3） 文部科学省（2018），第 1 章第 1 款第 3。
（4） 文部省（1999），第 3 章第 3 節第 2 款第 1.1。
（5） 文部科学省（2018），第 3 章第 3 節第 2 款第 4.2。







（8） 文部科学省（2018），第 3 章第 3 節第 2 款第7.2。
（9） 同　書，第 3 章第 3 節第 2 款第8.2。
（10） 川名和美（2014），p.78。
（11） 文部省（1978），第 1 章第 2 款 2。
（12） ―（1999），第 1 章第 2 款 4。
（13） 文部科学省（2018），第 1 章第 2 款 3.（1）．エ。
（14） 愛知県教育委員会（2019），p.112。
（15） 同　書，p.56。
（16） 文部科学省（2018），第 3 章第 3 節第 2 款第 3.3。
（17） 同　書，第 3 章第 3 節第 1 款。
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